研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　　　青山荘　　　　職　種　　社会復帰指導員　　　氏　名　出貝　梢

	期　　間　　平成　21年3月7日　～　平成　年　月　日

	出張目的　　第23回日本精神保健会議　

	出 張 先　　有楽町朝日ホール（有楽町マリオン11F）

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


【所感・考察】
· 日本精神保健会議では、精神障害者福祉増進の精神を受け継ぎ、日本の精神医療。・保健・福祉が抱える問題の重要性を社会に広く訴えつづける活動を続けている。今回の「メンタルヘルスの集い（日本精神保健会議）」では「病院から地域へ」という主題の下、日本の精神保健福祉政策の転換に大きな障壁となっている地域住民の精神障害者に対する差別や偏見の問題・その解決の為の未来への展望について論じられていた。日本での精神医療・保険・福祉が抱える問題の重要性を、医療従事者・マスコミ関係者・当事者様といったそれぞれの参加者が、自分の経験や立場から今後の精神科医療・地域支援のあり方・政策に至るまで意見・論議を行っており、その中で、当事者様の発表からは、医療従事者・資格保有者といった専門職従事者への期待の強まり、大きさを感じた。

· 昨今の社会問題の主役である、子供のことや学校のこと、思春期のこころの歪み、中高年の抑うつ、高齢者ケアなど、あまりにも目まぐるしい世の中の流れ・文化の移り変わりの中で生じる精神の不安定・混乱・空虚感の急速な広がりが挙げられる。これらのことから、精神疾患当事者が医療従事者・資格保有者へ求められる技術・知識の向上といった「専門職の成長」、そして地域支援では、効果的な支援策の創造・積極的取り組みといった「支援策の拡充」、特に地域支援では「セルフ・ヘルプの広まり」が今後の地域支援の充実に必要な課題であると感じた。
· 医療・福祉機関に従事するものの一人として、時代に即した医療・福祉へのニーズの変化を捉えるようにしていく必要がある。また、医療・専門職従事者・関係機関、そして当事者等で話し合う場では、少しでも当事者のニーズの解決に近づけるよう、根拠に基づいた意見を述べる必要があると感じた。

【研修要旨】

◆メンタルヘルスの集い　
映画鑑賞「ふるさとをください」
フォーラム「あなたの中に、そして私の中にも」　
Ⅰ.精神障害者への差別・偏見・誤解（当事者発表を含む）

・精神障害者は思考・行動の面から、理解がなされておらず、周囲から恐れの対象として見られている。

・障害者施設の設立は、地域住民からの理解によるところが大きい。しかし、都心から地方へ離れるほどに、その理解を得ることは困難さを増す。

・マスコミュニケーションによる精神障害への恐れのイメージ定着にも問題がある。　　　　　　

→差別。偏見。誤解によるグループホーム等の施設設立への地域住民の反対運動。

Ⅱ.当事者発表　

· 当事者の抱える問題点

①てんかんの当事者体験

問題点（受診先）

・適切でない病院（神経科・脳外科）を回され続けた。

改善されたきっかけ

→てんかんについて理解している人に相談して精神科を紹介してもらった。

当事者が必要だと考える対策

→病気について理解している人が、疾患の恐れがある人と接して、病気についての対処法等

　適切なアドバイスを行う体制が求められる。

②統合失調症の当事者体験

問題点（対人関係）

・人と接しようとしても精神障害者だからと避けられていた。

改善されたきっかけ

→人と挨拶を行っていくこと。毎日の挨拶を続けることから、周辺住民とのコミュニケーションを図れるようになってきた。自分という人間を知ってもらうことが出来た。

　　　当事者が必要だと考える対策

　　　→人との対人関係について、精神障害者は怖いという考えが持たれている。

　　　　挨拶などの継続から徐々に仲良くなっていく。　

Ⅲ. 当事者発表　成長の過程（セルフ・ヘルプグループの効果・実感者）

①統合失調症の当事者体験　30代女性

　　　改善の手段・方法

　　　・インターネットの利用

　　　→ブログにて他の精神疾患を持つ人たちと交流を持てている

　　　当事者同士が交流を持つことで気分の改善・安定が図れている。

②統合失調症の当事者体験　発病後35年経過

　　利用前の状況

　　→精神疾患について父親からのいやみを言われ続けていた。

　　　精神的に参っていた。

改善の手段・方法

　　・作業所の利用

　　→人と話すことで気分が良くなり、立ち直ることができた。

　　　職員がいない方がのびのびとして話も出来る。このことが、とても良かった。　　

Ⅳ　まとめのシンポジウム

◆生井久美子氏　マスコミの視点から

1） 　障害者も情報発信をしていかなくてはいけない。

→　特別養護老人ホームの現状の酷さを、取材した時に知ったことがある。

「一緒に（取材を）やっていき、そして人の内面に入っていくことを丁寧にしていきたい」

２）　障害者への偏見が書かれている記事について

→　必ずしも記者の価値判断にそった記事が書かれるものではない。

「おかしなところ、間違ったところがあれば、読者応答室へその内容を伝えていただければ助かります」

3） 　取材で出会った一人の当事者様について

・当事者様　入院回数15回　

「じぶんと付き合うって難しいな」「苦労を取り戻したい」

→　普通、人は苦労をしていくことで人の深みを増していく。

しかし、精神障害者への支援・施策は「（精神障害者に）無理や困難なことをさせない」という雰囲気にある。自分は、疲れたら、施設へ戻るから（苦労を）してみたい。

◆新福　尚隆氏　「セルフ・ヘルプ」と「支援体系」

１）　「これからの支援としてのセルフ・ヘルプ」

→　これからの支援の仕方として「セルフ・ヘルプ」が非常に良い。これは、当事者の身近にあると効果的なもの。

・イギリスではセルフ・ヘルプグループへの支援として、資金を知育へ流し事業を行わせていた。

・ヨーロッパでは、1970年代には地域事業として作業所を作っていた。

2） 「精神科病院から地域へ」

日本はまだ、精神科病院が支援場所の中心にある。これは、精神障害者への偏見がいまだに強いことが地域支援への移行を妨げているのでは。

→　精神障害者へ対する「恐ろしい」という先入観をなくすこと。精神障害者と接することがあれば、その人達への負の先入観は改善される。

谷野　亮爾氏　

「病床数の問題」と「精神障害者の地域生活支援」

「入院している精神障害者の高齢化について」

現在、精神障害による入院患者数は、35万床ほどいる。

→　長期入院による入院患者の高齢化が問題として挙げられる。

富山では、高齢者施設への入居が1年待ちの状態。

・30年から40年前と比べて、改善が少ない。病院同士での議論の必要がある。

「地域との密着した生活のすすめ」

地域で生活する精神障害者へは、「近くのスーパーや床屋などを使ってもらう」

・日常的に地域の店舗利用を行うことで、問題があった際のカバーを、地域との連携から行いやすくなる。

IT企業に心の病が多いのは　～IT企業とメンタルヘルス～

○IT産業は、急速な技術革新と、従来とは異なる雇用環境を生み出している。

このことは、職場のメンタルヘルスにさまざまな影響を与えている。

○IT企業の職場の特徴として、社外での作業や客先常駐となることが挙げられる。

その場合、管理監督者によるケアが困難な場合が多い為、複雑な人間関係が生まれやすい状況に

ある。また、プロジェクトを複数担当する事も多く、その中でひとつの作業に時間を要することが重なれば、自然と長時間労働へと繋がることがある。

さらには、IT企業の背景として、慢性的な人手不足の環境があり、それに対する支援体制が十分に図られていないことがわかっている。

○このようなIT業界では、「きつい」「厳しい」「帰れない」の３つを称し、「３K」と

呼ばれている。最近では、「給料が安い」「キリがない」「気が休まらない」「結婚できない」が

加わり、「７K」とも呼ばれている。


· IT企業のメンタルヘルス取り組み事例について
◎IT企業サイクル
　　　

運用
　　　　　　　

　　　

ビジネス　

　　　

　　　

企画・設計
　　　　

調達・購買

　　　

開発・構築
　　　

導入・移行

　　　

保守・運用
　　　
表　精神障害等に係る労災補償状況(平成18年度)

　　精神障害等の職種別請求および支給決定件数一覧〈厚生労働省平成19年5月16日発表〉
	　　　年度

職種
	平成17年度
	平成18年度

	
	請求件数
	支給決定件数
	請求件数
	支給決定件数

	専門技術職
	167
	40
	199
	60

	管理職
	57
	14
	54
	24

	事務職
	143
	17
	190
	34

	販売職
	79
	10
	88
	14

	サービス
	59
	13
	76
	17

	運輸
	35
	12
	61
	16

	技能職
	102
	20
	136
	33

	その他
	14
	1
	15
	7

	合計
	656
	127
	819
	205


メンタルヘルス・ケアへの取り組み

· 事業場外資源によるケア
Ⅰ.EAP（従業員支援プログラム）

主旨　従業員やその家族が事業外資源を用いて早期に心の相談や支援を受けることが出来るように推進するケア

1) 　相談方法

　　・自分のパソコンや携帯電話からいつでも相談できる外部の相談機関を設け、相談を受け付ける。

　　→会社に知られずに悩みを相談できる。

２）　普及方法

　　・定期的にイントラネットや社内報でEAP（従業員支援）をPRし、その存在を認知してもらっっている。

３）　効果

EAPの精神科医や臨床心理士に相談し、心の病による休業を防止できたケースが徐々に増えてきている。

備考：ここでいう事業外資源には、従業員が加入している健康保険組合の契約相談機関（外部委託の場合）、労災病院勤務者メンタルヘルスセンター、保健所、精神保健センターなどをいう。

○　職場復帰支援
Ⅱ．労働者の職場復帰支援

メンタルヘルス対策として、

職場復帰支援の流れ

第1ステップ　病気休業開始および休業中のケア
↓　　　　　　　

　　　第２ステップ　主治医による職場復帰可能の判断
↓　　　

　　　第３ステップ　職場復帰の可否の判断および職場復帰支援プランの作成
↓

　　　第４ステップ　最終的な職場復帰の決定
↓

職場復帰
↓

　　　第５ステップ　職場復帰後のフォローアップ
〈　第1ステップ　病気休業開始および休業中のケア　〉

　原則、休業前に面談を行い、産業医が休業に至った経過を確認する。人事労務担当者は、雇用の安定と金銭面の不安軽減のために就業規則（休業制度、休業中の補償・連絡方法等）や職場復帰支援についての説明を行う。休業中は、1ヶ月に1回程度、健康支援室へ来室してもらい、産業医が状態の確認と必要に応じたケアを行う。
〈　第２ステップ　主治医による職場復帰可能の判断　〉

　主治医からの復帰可能の診断により、「復職前面談」の実施を行っている。次のステップである「復職判定面談」まで生活リズムの安定を促す指導を行い、図書館通いや行動日誌の記載等を提案します。日誌をつけることは自分自身の状態について振り返る事もでき、復帰判定の参考にする。
〈　第３ステップ　職場復帰の可否の判断および職場復帰支援プランの作成　〉　

　職場復帰の可否について、従業員と管理監督者、産業医、人事労務担当者で「復職判断面談」を行います。体調と行動日誌の内容を確認しますが、毎日通勤できるような生活リズムが整っていない場合は復帰を延期させることがある。
〈　第４ステップ　最終的な職場復帰の決定　〉

　従業員の健康復帰後のフォローアップは6ヶ月間とし、月に1回従業員と管理監督者、産業医、人事労務担当者で面接を行い、業務遂行状況の確認や翌月の勤務時間、業務量等の決定を行っている。システムエンジニアの職場復帰後の配慮については、短時間勤務や残業勤務等の労働時間の制限、客先常駐業務を、システム開発運用のバックサポートや事務作業等を行うなどを挙げられ、それらをケースに応じて提案している。
〈　第５ステップ　職場復帰後のフォローアップ　〉

　従業員の健康復帰後のフォローアップは6ヶ月間とし、月に1回従業員と管理監督者、産業医、人事労務担当者で面接を行い、業務遂行状況の確認や翌月の勤務時間、業務量等の決定を行っている。システムエンジニアの職場復帰後の配慮については、短時間勤務や残業勤務等の労働時間の制限、客先常駐業務を、システム開発運用のバックサポートや事務作業等を行うなどを挙げられ、それらをケースに応じて提案している。

　復職時には重要な点として2点が挙げられる。ひとつは職場側の復帰支援の体制を整えられているが、もうひとつは従業員本人が休業に至った誘引を認識し、同じことが起きたときにどう対処していくか振り返りと対策が考えられているかということ。うつ病に治療は薬と休養を言われているが、カウンセリングや家族、友人との交流の中で、自分の性格傾向を振り返り、対処法を認識しておくことが大切。
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